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１．届出制度 

(1)届出制度について 

 

立地適正化計画は、全国的な人口減少や高齢化に対応した持続可能なま

ちづくりを進めるべく平成 26 年 8 月に都市再生特別措置法が改正され、

市町村により作成ができることとなった計画です。 

真室川町では真室川町立地適正化計画(真室川町都市計画マスタープラ

ン内)を策定し、令和 6 年 4月 26 日に公表しています。 

 

立地適正化計画の公表日となる令和 6 年 4月 26 日以後は、都市再生特

別措置法の規定に基づき、居住誘導区域外の都市計画区域での一定規模以

上の住宅を整備する場合、都市機能誘導区域外の都市計画区域に誘導施設

を整備する場合や、都市機能誘導区域内の誘導施設を休止する場合におい

て、行為に着手する 30 日前までに真室川町への届出が必要となります。 

 

  この届出制度は、住宅や誘導施設の立地動向を把握し、各種支援措置等

の活用による誘導区域内への緩やかな誘導や、今後の取り組みに活かすた

めの基礎資料とするものであり、対象となる行為を規制するためのもので

はありません。 

 

  この手引きでは、それら届出における対象や届出書類等について解説を

行います。 

 

(2)届出に対する対応・留意事項 

①届出者に対して立地適正化計画の趣旨説明や立地誘導のための施策に関す

る情報提供等を行います。  

②当該届出に係る行為が計画に基づく立地誘導を図る上で支障があると認め

る場合、都市再生特別措置法 第 88 条第 3項、第 108 条第 3項に基づき、

届出者に対して勧告等を行う場合があります。  

③届出を行わずに、又は虚偽の届出をして開発・建築等の行為をした場合、

都市再生特別措置法第 130 条 に基づき、30 万円以下の罰金に処せられる

ことがあります。  

④宅地建物取引業者は、宅地建物取引業法第 35 条に基づき、宅地または建

物の売買等において、届出義務に関する規定の説明が必要となります。 
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(3)都市計画区域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

2 



 

 

 

 

2. 住宅に係る開発・建築等行為に関する届出制度 

居住誘導区域外で一定規模以上の住宅関連の開発又は建築を行う場合に

は、それらの行為に着手する 30 日前までに町長への届出が義務付けられ

ています。(都市再生特別措置法第 88 条第 1項、同条第 2項) 

 

(1)居住誘導区域 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※緑色の線で囲まれた範囲が居住誘導区域となります。 
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(2)届出制度の対象となる行為  

次の①又は②に該当する場合は、事前に届出が必要です。なお、都市計

画区域外の区域ではいずれの届出制度も適用はありません。 

 

  ①居住誘導区域外で以下の開発行為をする場合  

・3 戸以上の住宅の建築を目的とする開発行為をする場合  

・1 戸又は 2戸の住宅の建築を目的とする開発行為で、その敷地の規

模が 1,000 ㎡以上の場合 

※開発行為を行う敷地が居住誘導区域内外にまたがる場合、届出が必

要です。  

 

  例 1) 3 戸以上の開発行為 届出必要 

 

 

 

 

 

 

 

 

  例 2） 1,300 ㎡ 1 戸の開発行為 届出必要 

 

 

 

 

 

 

 

  例 3） 800 ㎡ 2 戸の開発行為 届出不要 
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②居住誘導区域外で以下の建築等行為をする場合  

・3 戸以上の住宅の新築する場合  

・建築物を改築し、3戸以上の住宅とする場合  

・建築物の用途を変更し、3戸以上の住宅とする場合  

※建築等行為を行う敷地が居住誘導区域内外にまたがる場合、届出が必要です。 

 

  例 1） 3 戸以上の建築行為  届出必要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  例 2） 1 戸を改築し、又は用途を変更して 3 戸以上の住宅とする場合 

届出必要 

 

 

 

 

 

 

 

 

  例 3） １戸の建築行為  届出不要 
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(3)提出書類等記載例 

 

 
住宅等の開発行為の届出 

6 



 

 

 

 

 

 

住宅等の建築等行為の届出 
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住宅等に関する各行為の変更の届出 
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３.都市機能誘導施設に関する届出 

都市機能誘導区域外で都市機能誘導施設を整備する場合や、都市機能誘

導区域内の都市機能誘導施設を休廃止する場合において、それらの行為に

着手する 30 日前までの届出が義務付けられています。(都市再生特別措置

法第 108 条第 1 項、同条第 2項、同法第 108 の 2 条第 1項)なお、都市計

画区域外の地域では、いずれの届出制度も適用はありません。  

 

(1)都市機能誘導区域 

 

※オレンジの線で囲まれた範囲が都市機能誘導区域です。 
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(2)真室川町立地適正化計画で定める都市機能誘導施設 

 

機能区分 
都市機能誘導

施設 
根拠法及び都市機能誘導施設の定義 

行政 町役場 地方自治法第 4条第 1項に規定する役場 

教育・ 

文化機能 

資料館 
博物館法第 2条第 1項に規定する資料館及

びこれに準ずる施設 

公民館 

町が整備する公共施設のうち、居住する地

域に暮らす多くの町民が文化活動を行う施

設で、社会教育法第 20 条に規定する公民館 

子育て 
子育て支援セ

ンター 

児童福祉法第 6条の 3第 3項に規定する子

育て支援センターで、子育てについての相

談、情報の提供、助言その他の援助を行う

等の乳幼児及びその保護者が相互の交流を

行う施設 

商業 

大型小売店舗 

大型小売店舗立地法第 2条第 2項に規定す

る小売業を行うための施設で、同法施行令

において店舗面積 1,000 ㎡以上と規定され

る大型小売店舗 

コンビニエン

スストア 

商業統計における業態分類で「飲食料品を

扱い、売り場面積 30 ㎡から 250 ㎡未満、営

業時間が 1日 14 時間以上のセルフサービス

販売店」に分類される施設 

金融機能 銀行 銀行法第 2条第 1項 
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(3)届出制度の対象となる行為 

次の①又は②に該当する場合は、事前に届出が必要です。なお、都市計

画区域外の区域では、いずれの届出制度も適用はありません。 

 

①都市機能誘導区域外で以下の行為をする場合 

 ・誘導施設を有する建築物の建築を目的とする開発行為をする場合 

    ・誘導施設を有する建築物を新築する場合 

    ・建築物を改築し、誘導施設を有する建築物とする場合 

    ・建築物の用途を変更し、誘導施設を有する建築物とする場合 

※開発行為又は建築等行為を行う敷地が都市機能誘導区域内外にま

たがる場合、届出が必要です。 

  

 

②都市機能誘導区域内で誘導施設を休止・廃止する場合  

都市機能誘導区域内で都市機能誘導施設を休止、又は廃止する場合 

は、事前に届け出が必要です。 

※休止・廃止する誘導施設の敷地が都市機能誘導区域内外にまたがる

場合、届出が必要です。 
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(4)提出書類等記載例 

 

 誘導施設の開発行為の届出 
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誘導施設の建築等行為の届出 
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誘導施設に関する各行為の変更の届出 
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誘導施設の休廃止の届出 
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